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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第1 【企業の概況】

1 【主要な経営指標等の推移】

回次
第160期
第3四半期

連結累計期間

第161期
第3四半期

連結累計期間
第160期

会計期間
自 2022年 4月 1日
至 2022年12月31日

自 2023年 4月 1日
至 2023年12月31日

自 2022年4月 1日
至 2023年3月31日

営業収益 (千円) 7,837,429 8,063,179 10,553,918

経常利益 (千円) 752,575 920,608 1,037,924

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 529,148 615,187 716,669

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 525,745 690,777 728,128

純資産額 (千円) 14,942,887 15,706,956 15,145,269

総資産額 (千円) 21,673,856 21,778,547 22,034,773

1株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 32.40 37.66 43.88

潜在株式調整後1株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 32.38 － 43.84

自己資本比率 (％) 68.9 72.1 68.7

　

回次
第160期
第3四半期

連結会計期間

第161期
第3四半期

連結会計期間

会計期間
自 2022年10月 1日
至 2022年12月31日

自 2023年10月 1日
至 2023年12月31日

1株当たり四半期純利益 (円) 11.49 12.16

(注) 1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

2. 当第3四半期連結累計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

2 【事業の内容】

当第3四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第2 【事業の状況】

1 【事業等のリスク】

当第3四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

2 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

（1）財政状態及び経営成績の状況

当第3四半期連結累計期間における当社グループの営業収益は80億6千3百万円となり、前年同四半期に比べ2億2千5百

万円（2.9％）の増収となりました。営業原価は63億8百万円となり、前年同四半期に比べ6千4百万円（1.0％）増加し、

販売費及び一般管理費は8億4千5百万円となり、前年同四半期に比べ1千4百万円（1.7％）増加しました。これらにより、

営業利益は9億9百万円となり、前年同四半期に比べ1億4千7百万円（19.3％）の増益となりました。経常利益は9億2千万

円となって、前年同四半期に比べ1億6千8百万円（22.3％）の増益となり、法人税等合計3億5百万円を差し引くと、親会

社株主に帰属する四半期純利益は6億1千5百万円となり、前年同四半期に比べ8千6百万円（16.3％）の増益となりまし

た。

セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

(物流事業)

倉庫業務は、当第1四半期に首都圏の営業所内で新規貨物の取扱を開始したことや、前期から開始した新規及び既存顧

客の取扱物量の増加が寄与したことなどにより、前年同四半期に比べ保管料や荷役荷捌料収入が増加しました。運送業

務では、移転作業の取扱は前期並となりましたが、配送の取扱が減少しました。この結果、外部顧客に対する営業収益

は68億2千5百万円となり、前年同四半期に比べ2億2千9百万円（3.5％）の増収となりました。営業原価で減価償却費が

増加しましたが、前年同四半期に比べ修繕費が減少しました。以上により、セグメント利益は5億7千万円となり、前年

同四半期に比べ1億6千9百万円（42.1％）の増益となりました。

(不動産事業）

前第1四半期に駐車場賃貸で大口契約の解約が発生しましたが、前期から開始した新規顧客への賃貸収益が寄与したこ

となどにより、外部顧客に対する営業収益は9億7千9百万円となり、前年同四半期に比べ7百万円（0.8％）の増収となり

ました。営業原価で減価償却費などが増加しましたが、セグメント利益は6億5千4百万円となり、前年同四半期に比べ若

干の増益となりました。

(その他の事業）

ゴルフ練習場は入場者数及び利用球数が減少し、営業収益が1億9千5百万円となり減収となりました。売電事業は日照

量の減少により発電量が減少したため、営業収益が6千2百万円となり減収となりました。

以上により、その他の事業の営業収益は2億5千8百万円となり、前年同四半期に比べ1千1百万円（4.2％）の減収となり

ました。セグメント利益は9千6百万円となり、前年同四半期に比べ1千万円（9.9%）の減益となりました。
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当第3四半期連結会計期間末の資産合計は217億7千8百万円となり、前連結会計年度末に比べ2億5千6百万円減少しまし

た。これは、流動資産において受取手形及び売掛金が減少し、固定資産において建物及び構築物の減価償却が進んだこ

となどによります。負債合計は60億7千1百万円となり、前連結会計年度末に比べ8億1千7百万円減少しました。流動負債

において未払金が減少し、固定負債において長期借入金が減少したことなどによります。純資産合計は157億6百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ5億6千1百万円増加しました。これは、株主資本の利益剰余金が増加したことなどにより

ます。

（2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第3四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

（3）研究開発活動

該当事項はありません。

3 【経営上の重要な契約等】

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第3 【提出会社の状況】

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,835,000

計 29,835,000

② 【発行済株式】

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年2月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,419,110 16,419,110
東京証券取引所
スタンダード市場

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式
単元株式数100株

計 16,419,110 16,419,110 ― ―

(注) 第3四半期会計期間末現在及び提出日現在発行数のうち、111,100株は現物出資（金銭報酬債権46,884千円）によ

るものであります。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年12月31日 ― 16,419,110 ― 2,630,129 ― 725,092

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第3四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である2023年9月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2023年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 67,700

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

163,410 ―
16,341,000

単元未満株式
普通株式

10,410
― ―

発行済株式総数 16,419,110 ― ―

総株主の議決権 ― 163,410 ―

(注) 単元未満株式数には自己保有株式75株が含まれております。

② 【自己株式等】

2023年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
㈱杉村倉庫

大阪市港区福崎1－1－57 67,700 ― 67,700 0.41

計 ― 67,700 ― 67,700 0.41

2 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第4 【経理の状況】

1．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

2．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期連結会計期間(2023年10月1日から2023年12月

31日まで)及び第3四半期連結累計期間(2023年4月1日から2023年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、

EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　



― 8 ―

1 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,555,063 3,841,229

受取手形及び売掛金 1,173,231 1,014,852

リース投資資産（純額） 2,642,357 2,561,649

その他 93,781 215,281

貸倒引当金 △4,412 △4,381

流動資産合計 7,460,020 7,628,632

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,264,501 6,882,592

機械装置及び運搬具（純額） 390,442 411,382

工具、器具及び備品（純額） 203,420 180,115

土地 4,557,435 4,557,435

リース資産（純額） 26,524 20,332

有形固定資産合計 12,442,325 12,051,858

無形固定資産

借地権 295,290 295,290

その他 605,543 472,502

無形固定資産合計 900,833 767,792

投資その他の資産

投資有価証券 718,489 822,724

繰延税金資産 150,678 133,834

その他 383,812 395,092

貸倒引当金 △21,387 △21,387

投資その他の資産合計 1,231,593 1,330,263

固定資産合計 14,574,752 14,149,915

資産合計 22,034,773 21,778,547
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 384,595 272,890

1年内返済予定の長期借入金 814,376 519,334

未払金 244,504 71,592

リース債務 9,057 8,288

未払法人税等 151,879 118,389

未払消費税等 116,825 125,908

賞与引当金 183,325 91,310

未払費用 257,677 336,893

その他 127,561 162,306

流動負債合計 2,289,803 1,706,913

固定負債

長期借入金 3,358,041 3,034,842

長期預り金 169,502 169,502

リース債務 20,091 14,067

繰延税金負債 60,417 107,398

役員退職慰労引当金 185,336 206,591

退職給付に係る負債 769,910 795,522

資産除去債務 36,401 36,755

固定負債合計 4,599,700 4,364,677

負債合計 6,889,503 6,071,591

純資産の部

株主資本

資本金 2,629,549 2,630,129

資本剰余金 2,427,310 2,428,755

利益剰余金 9,918,118 10,402,551

自己株式 △42,456 △41,662

株主資本合計 14,932,522 15,419,774

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 245,707 316,026

退職給付に係る調整累計額 △34,115 △28,844

その他の包括利益累計額合計 211,592 287,181

新株予約権 1,155 -

純資産合計 15,145,269 15,706,956

負債純資産合計 22,034,773 21,778,547
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

営業収益 7,837,429 8,063,179

営業原価 6,244,198 6,308,715

営業総利益 1,593,231 1,754,464

販売費及び一般管理費

給料及び手当 379,174 375,295

その他 451,619 469,711

販売費及び一般管理費合計 830,794 845,006

営業利益 762,437 909,458

営業外収益

受取利息 1 12

受取配当金 31,496 30,617

社宅使用料 22,435 21,789

その他 12,465 17,615

営業外収益合計 66,399 70,034

営業外費用

支払利息 41,021 35,436

支払手数料 19,110 19,627

その他 16,129 3,818

営業外費用合計 76,260 58,883

経常利益 752,575 920,608

特別利益

投資有価証券売却益 56,778 -

特別利益合計 56,778 -

特別損失

固定資産除却損 14,599 -

特別損失合計 14,599 -

税金等調整前四半期純利益 794,754 920,608

法人税、住民税及び事業税 208,375 275,590

法人税等調整額 57,230 29,830

法人税等合計 265,606 305,420

四半期純利益 529,148 615,187

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 529,148 615,187
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【四半期連結包括利益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

四半期純利益 529,148 615,187

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △9,282 70,318

退職給付に係る調整額 5,879 5,270

その他の包括利益合計 △3,402 75,589

四半期包括利益 525,745 690,777

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 525,745 690,777

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第3四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第3四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第3四半期連結累計期間
(自 2022年 4月 1日
至 2022年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2023年 4月 1日
至 2023年12月31日)

減価償却費 665,137千円 706,230千円

(株主資本等関係)

前第3四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年12月31日)

1．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年4月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 73,521 4.50 2022年3月31日 2022年6月8日

2022年10月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 49,021 3.00 2022年9月30日 2022年12月1日

2．基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

3．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

当第3四半期連結累計期間(自 2023年4月1日 至 2023年12月31日)

1．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年4月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 81,701 5.00 2023年3月31日 2023年6月8日

2023年10月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 49,054 3.00 2023年9月30日 2023年12月1日

2．基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

3．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第3四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年12月31日)

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円）

報告セグメント
調整額
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)2

物流事業 不動産事業
その他の
事業

計

営 業 収 益

顧客との契約から生じ
る収益

6,596,310 ― 269,436 6,865,746 ― 6,865,746

その他の収益(注)3 ― 971,682 ― 971,682 ― 971,682

外部顧客に対する営業
収益

6,596,310 971,682 269,436 7,837,429 － 7,837,429

セグメント間の内部営
業収益又は振替高

12,210 80,545 20,310 113,065 △113,065 －

計 6,608,520 1,052,228 289,746 7,950,495 △113,065 7,837,429

セグメント利益 401,685 653,985 106,794 1,162,464 △400,027 762,437

(注)1 調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額400,027千円は、各報告セグメントに配分されていない全社費用であります。全社費

用は、親会社の本社管理部門に係る費用であります。

2 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

3 その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入であります。

Ⅱ 当第3四半期連結累計期間(自 2023年4月1日 至 2023年12月31日)

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円）

報告セグメント
調整額
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)2

物流事業 不動産事業
その他の
事業

計

営 業 収 益

顧客との契約から生じ
る収益

6,825,902 ― 258,012 7,083,915 ― 7,083,915

その他の収益(注)3 ― 979,264 ― 979,264 ― 979,264

外部顧客に対する営業
収益

6,825,902 979,264 258,012 8,063,179 － 8,063,179

セグメント間の内部営
業収益又は振替高

10,350 80,545 17,640 108,535 △108,535 －

計 6,836,252 1,059,810 275,652 8,171,715 △108,535 8,063,179

セグメント利益 570,806 654,769 96,258 1,321,834 △412,376 909,458

(注)1 調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額412,376千円は、各報告セグメントに配分されていない全社費用であります。全社費

用は、親会社の本社管理部門に係る費用であります。

2 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

3 その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入であります。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

項目
前第3四半期連結累計期間
(自 2022年 4月 1日
至 2022年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2023年 4月 1日
至 2023年12月31日)

(1) 1株当たり四半期純利益 32円40銭 37円66銭

　(算定上の基礎)

　 親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 529,148 615,187

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

529,148 615,187

　 普通株式の期中平均株式数(株) 16,329,891 16,337,264

(2) 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益 32円38銭 －

(算定上の基礎)

　 親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

　 普通株式増加数(株) 14,025 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(注) 当第3四半期連結累計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

2 【その他】

第161期(2023年4月1日から2024年3月31日まで)中間配当について、2023年10月27日開催の取締役会において、2023

年9月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 49,054千円

② １株当たりの金額 3円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2023年12月1日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2024年2月14日

株式会社杉村倉庫

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 入 山 友 作

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 木 村 容 子

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社杉村倉

庫の2023年4月1日から2024年3月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年10月1日から2023年12月31

日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年4月1日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社杉村倉庫及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　



・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １. 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　


